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審 査 結 果 
 

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、接続

料規則（平成 12 年郵政省令第 64 号）及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13 年 1 月 6 日

総務省訓令第 75 号。以下「審査基準」という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行っ

た結果、認可することが適当と認められる。 

審  査  事  項 審査 
結果 

事 由 

１ 施行規則第 23 条の 4第 1 項で定める箇所における技術的

条件が適正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15条(1)ｱ） 
－ 

 該当事項なし。 

２ 接続料規則第 4 条で定める機能ごとの接続料が適正かつ

明確に定められていること。（審査基準第 15条(1)ｲ） － 
 該当事項なし。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者及び

当該指定電気通信設備とその電気通信設備を接続する他の

電気通信事業者の責任に関する事項が適正かつ明確に定め

られていること。（審査基準第 15条(1)ｳ） 

－ 

 該当事項なし。 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信事業者の別

が適正かつ明確に定められていること。（審査基準第 15 条

(1)ｴ） 

－ 

 該当事項なし。 

５ 他事業者が接続の請求等を行う場合において、①必要な

情報の開示を受ける手続、②接続の請求への回答を受ける

手続、③協定の締結及び解除の手続、④情報開示に係る標

準的期間、⑤接続の請求から回答・接続が開始されるまで

の標準的期間等が適正かつ明確に定められていること。

（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 1 号及び審査基準第 15 条

(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

６ 他事業者が接続に必要な装置を建物、管路、とう道若し

くは電柱等に設置等する場合において、①情報の開示を受

ける手続、②設置等の可否について回答を受ける手続、③

他事業者が工事又は保守を行う場合の手続、④工事又は保

守に他事業者が立会いをする手続、⑤工事に係る標準的期

間、⑥場所等に関して他事業者が負担すべき金額、⑦工事

等に関して他事業者が負担すべき金額が適正かつ明確に定

められていること（施行規則第 23条の 4第 2項第 2号及び

審査基準第 15条(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

７  他事業者が屋内配線設備（集合住宅向けに限る）を利用

する場合において、①工事を行う手続、②負担すべき金

額、③利用する場合の条件が適正かつ明確に定められてい

ること。（施行規則第 23条の 4第 2項第 3号及び審査基準

第 15条(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

８  第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が工

事若しくは保守、料金の請求若しくは回収その他第一種指

定電気通信設備との接続に係る業務を行う場合に、これに

関して他事業者が負担すべき能率的な経営の下における適

正な原価に照らし公正妥当な金額が適正かつ明確に定めら

れていること。（施行規則第 23条の 4第 2項第 4号及び審

査基準第 15条(1)ｵ） 

適 

 本件申請に係る工事費は、能率

的な経営の下における適正な原価

に照らし公正妥当な金額が適正か

つ明確に定められていると認めら

れる。 
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９  第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者及び

他事業者がその利用者に対して負うべき責任に関する事項

が適正かつ明確に定められていること。（施行規則第 23 条

の 4第 2項第 5号及び審査基準第 15条(1)ｵ） 

－ 
 該当事項なし。 

10  法第８条第１項の重要通信の取扱方法が適正かつ明確に

定められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 6 号

及び審査基準第 15条(1)ｵ） 
－ 

  該当事項なし。 

11  他事業者が接続に関して行う請求及び第一種指定電気通

信設備を設置する電気通信事業者が当該請求に対して行う

回答において用いるべき様式が適正かつ明確に定められて

いること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 7 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

12 他事業者と協議が調わない場合のあっせん又は仲裁によ

る解決方法（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 8 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 
－ 

 該当事項なし。 

13 番号ポータビリティ機能の接続料について、接続料規則

第 15 条の 2 ただし書の規定によるときは、固定端末系伝送

路設備を直接収容する交換等設備を設置する電気通信事業

者が当該機能の接続料を負担すべき電気通信事業者から当

該機能の接続料の額に相当する金額を取得し当該機能の接

続料を第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者

に支払うことを確保するために必要な事項が適正かつ明確

に定められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 9

号及び審査基準第 15条(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

14 前各号に掲げるもののほか、他事業者の権利又は義務に

重要な関係を有する電気通信設備の接続の条件に関する事

項があるときは、その事項が適正かつ明確に定められてい

ること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 10 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 

－ 

 該当事項なし。 

15 有効期間を定めるときは、その期間が適正かつ明確に定

められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 11 号

及び審査基準第 15条(1)ｵ） 
－ 

該当事項なし。 

16 接続料が接続料規則に定める方法により算定された原価

に照らし公正妥当なものであること。（審査基準第 15 条

(2)） 
－ 

該当事項なし。 

17  接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者がその指定電気通信設備に自己の電気通信設備

を接続することとした場合の条件に比して不利なものでな

いこと。（審査基準第 15条(3)） 

適 
本件申請において、自己の電気

通信設備を接続することとした場

合の条件に比して不利な記述は認

められない。 

18  特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いをする

ものでないこと。（審査基準第 15条(4)） 適 
 本件申請において、特定の電気

通信事業者に対し不当な差別的取

扱いをする旨の記載は認められな

い。 


